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研究成果の概要（和文）：本プロジェクトでは、複数チャネル及びオーバーラップ帯域を想定した、新たな無線
通信方式を提案した。提案方式の利点は、帯域内の無線信号の一部を受信した場合にも復調が可能な点である。
さらに、異なるチャネル間で発生する信号衝突を回避するために、複数チャネル及びオーバーラップ帯域を想定
したアクセス制御技術も提案した。提案技術では、アクセス制御とデータ送信に異なる帯域幅の信号を利用す
る。その結果、隣接チャネルを用いる他端末は、データ伝送信号を復調できない場合にも、アクセス制御の伝送
によりデータ伝送を認識することが可能となる。評価結果では、提案技術により隣接チャネル間のパケット競合
を回避できることを示した。

研究成果の概要（英文）：This research project has proposed a new wireless communication scheme for 
overlapped bands with multiple channels. The benefit of the proposed scheme is demodulation 
availability for the partial reception of a wireless signal in a bandwidth. Additionally, a new type
 of access control mechanism supporting multichannel has also been proposed to avoid conflict 
between different channels. 
The proposed scheme employs a different bandwidth signal for access control and data transmission. 
As a result, terminals over neighbor channels can recognize a data transmission by the access 
control transmission even if they cannot demodulate a data transmission signal.The evaluation 
results show that the proposed scheme can avoid packet conflicts between neighbor channels. 

研究分野： モバイルネットワーク

キーワード： OFDM　無線LAN　マルチチャネル　オーバーラップ帯域　変復調技術　アクセス制御

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で実施した研究課題は、近年多くの通信方式で利用されているOFDMを想定したものであり、様々な通信方
式に適用することが可能なものである。特に無線LANを代表とするコンシューマー系機器の通信環境は、チャネ
ルの適切な利用がなされておらず、通信性能の劣化が課題となっている。本研究の技術を利用することにより、
隣接チャネルの端末間と容易に情報交換が可能になることから、利用チャネルや帯域の自動設定及び通信予約な
どの機能を実現するための基盤的な技術としても活用可能になると考えており、本研究の学術的意義や社会的意
義は一定度合い見込めるものと考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 無線 LAN で利用される IEEE 802.11 では、高速通信を目的として開発が進められてき
たため、20MHz 幅の無線信号を主に利用してきた。また、近年の規格である IEEE 
802.11n/acでは40MHz, 80MHz, 160MHzの無線帯域幅が新たに定義されてきた。これは、
既存サービスの多くは高速通信を期待するため、新たに定義された無線帯域幅を利用する
ことにより、さらなる高速通信を実現を目指しているためである。このような状況では、規
格上は異なる無線帯域幅が混在するが、実質的なサービスでは単一無線帯域幅が利用され
ており、チャネル割り当てを適切に行うことにより、システム性能の低下などの大きな問題
は発生しない。 
 近年の IoT(Internet of Things)/M2M(Machine-to-Machine)などの通信では、高速通信は
必ずしも必要なく、長距離通信・低消費電力化のために、低速通信が好まれることも増えつ
つある。例えば、920MHz 帯の周波数を利用する IEEE 802.11ah では、1, 2, 4, 8, 16MHz
の帯域幅が定義されている。また、日本国内では、916.5MHz〜927.5MHz の帯域幅上に
1MHz 幅の 11 チャンネルが用意されているが、2MHz 以上の帯域幅を利用した場合、複数
のチャネルがオーバーラップする形態となる。このような問題は無線 LAN が現在利用して
いる 2.4GHz 帯及び 5GHz 帯でも発生する可能性がある。このように様々なチャネルと帯
域幅が規定されている場合、今後の IoT/M2M では、サービスに応じて適した帯域幅が利用
されることが予想され、様々な帯域幅の無線信号が混在する状況になると考えられる。無線
通信では、一般的に帯域幅が異なる場合及びチャネルが異なる場合には、復調が正常にでき
なくなる。そのため、このようなマルチ帯域幅及びオーバーラップチャネルの利用は、近隣
チャネル及び帯域がオーバーラップしている信号による干渉が原因となり、システム性能
の大幅な劣化につながる恐れがある。 

 
２．研究の目的 

 本研究では、今後の無線通信システムでは様々な要求に応じた無線資源の利用方法が必
要になると考え、複数のチャネル上に異なる無線帯域幅の無線信号が混在する状況を想定
する。このようなオーバーラップチャネルの通信を既存の変復調技術は想定していないこ
とから、オーバーラップチャネル上で無線信号を送信した場合にも、正常に情報交換が可能
なチャネルオーバーラップを想定した変復調技術を開発する。次に、端末間の無線通信が成
立したとしても、複数のチャネルと帯域幅を柔軟に利用するためには、開発通信技術を用い
た通信チャネルなどの合意形成手段が必要となることから、新たなアクセス制御技術を新
たに提案する。このような既存技術より柔軟に無線資源を利用可能な技術を開発すること
により、今後必要とされるマルチチャネル・マルチ帯域幅を制御する無線システムアーキテ
クチャを開発する。 

 
３．研究の方法 

 本研究で注目する既存通信技術の課題と提案技術の概要を図 1 に示す。既存技術では、
通信で利用するためのチャネルと信号が持つ帯域幅は既知であることを仮定するのが一般
的である。このような条件であれば、通信装置は特定のチャネルの特定の帯域幅に到着する
信号のみに着目することが可能となる。結果として、既存技術では多数のチャネルが存在す
る場合においては、あらかじめ別の手段によりチャネルサーチなどを行い、その後に特定チ
ャネルのみを利用した通信を実現している。なお、図に示されるように送信側と受信側で想
定するチャネルや帯域幅が異なる場合、受信側が無線信号を受信していたとしても、正常な
復調処理が行えなくなるため通信が成立しなくなる。結果として、複数のチャネルを有効に
活用し切れていない状況も発生している。 
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図 1 マルチ帯域幅・マルチチャネルを想定した送受信技術



 提案技術が想定する通信では、特定帯域内に存在する複数のチャネルの中から１チャネ
ルを選択した上で、自らが選択した帯域幅を用いて信号を送信することとなる。具体的に
は、送信側はシステムで想定するチャネル幅の無線信号を重畳し、複数の帯域に情報を載せ
て送信する。また、受信側がチャネル幅の情報を切り出すことができれば、切り出した信号
は通常の無線変調されたものと同様であるため、復調処理を正常に実現することが可能と
なる。近年の無線 LAN 機器は 160MHz幅の帯域を利用可能なことを考えれば、無線 LANで想
定する全てのチャネル帯域を同時に受信し、その中から信号が存在する特定帯域を抜き出
すことは、すでにハードウェアとしては実現可能な状況であることから、提案技術は今後の
マルチチャネルの有効な利用手段になると期待している。 
 
本研究では、Ⅰ. マルチチャネル・マルチ帯域幅を取り扱う物理層変復調技術を開発し、
Ⅱ. 通信チャネルの合意をとるための、アクセス制御技術を新たに開発する。 
 
Ⅰ. マルチ帯域幅・オーバーラップチャネル用変復調技術の研究 
 本研究では、オーバラップした無線信号を復調するために、広帯域信号を複数の狭帯域信
号により構成することにより、受信側が受信している帯域の中から、狭帯域信号を抜き出
し、情報の復調を行う物理層通信技術を開発した。既存の一般的な変復調方式では、特定の
チャネルと特定の帯域幅を用いて通信することを予め調整することが不可欠であるが、提
案方式では、帯域幅及びチャネル情報の事前共有なしに、任意の帯域幅の信号を任意のチャ
ネルで送受信可能となる。提案方式は、理論上は 160MHzなどの広帯域を想定した場合も動
作すると考えられるが、現時点において容易に入手可能なプロトタイプ評価用デバイスは
20MHzまでの帯域をサポートしていることが多いことから、本評価においては主に 20MHzの
帯域を想定した評価を実施した。これらの評価は、基礎理論、シミュレーション、ソフトウ
ェア無線機による評価を試みた。 
 
Ⅱ. マルチ帯域幅・オーバーラップチャネル用アクセス制御技術の研究 
 課題Ⅰの成果を用いることにより、複数のチャネルと複数の帯域幅を利用する場合にお
いても、変復調のための事前の情報共有は必要なくなる。しかし、多数の端末が同時に無線
帯域を共有する無線 LAN などのシステムを想定した場合、同時に複数の端末が信号を送信
することにより、その信号の全て又は一部が他の信号に干渉を与えることを事前に防ぐ枠
組みが必要となる。提案するアクセス制御技術では、利用チャネルと帯域幅を周囲端末と共
有することにより、干渉に伴う通信性能の劣化を改善する。アクセス制御技術の実装はハー
ドウェアの非公開ソフトウェア改修が必要なことから、本研究では基礎理論とシミュレー
ションによる評価を試みた。 

 
４．研究成果 

４.１ マルチ帯域幅・オーバーラップチャネル用変復調技術 
 図 2 に提案する変復調技術の送信側システムモデルを示す。提案変調技術は、シス
テムモデル図の上部の流れであり、4.2で説明するアクセス制御の際に利用することを
想定しているが、本方式を用いたデータ交換も可能である。 
 提案技術では、チャネルの帯域幅の無線信号を用いて通信を行う。本検討では、
2.4GHz帯を想定していることから、5MHzがチャネルの帯域幅となり、最大は 20MHzの
帯域幅で通信を実施する状況を想定している。そのため、5MHz の帯域幅の信号を生成
した上で、チャネルを 5MHz ずつずらしていくことにより、同一の 5MHz の信号により
20MHz帯域を構成する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２送信側システムモデル 
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 図 3に提案する変復調技術の受信側システムモデルを示す。一般的な OFDMの受信回
路との大きな違いは、受信した無線信号の情報を一時的に保管した上で、保管されて
いる無線信号に含まれている可能性がある信号の切り出しを行う点である。システム
モデル図では、サンプルストレージに受信チャネルを基準とした最大帯域幅の信号情
報が保管されている。サンプルストレージには、5MHz, 10MHz, 20MHzの帯域の信号が
含まれている可能性があるため、各帯域を通過するフィルタを用いることにより、各
信号帯域の信号を取り出す。次に、各信号帯域に対するプリアンブル信号の検出を行
うことにより、所望レベル以上の信号強度がある信号の復調を開始する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３受信側システムモデル 
 
 
４.２ マルチ帯域幅・オーバーラップチャネル用アクセス制御技術の研究 

 図 4 はマルチ帯域幅・オーバーラップチャネルにおいて、複数の端末が通信を行う
際に発生する課題を示す。図では、ノード 1 とノード 2は CH4の 5MHzの帯域がオーバ
ーラップしており、ノード 2 とノード 3 は CH７の 5MHz の帯域がオーバーラップして
いる。一般にアクセス制御を行う場合、各端末はキャリアセンスを行うことにより、他
端末の信号送信中に自身の信号送信を抑制する。キャリアセンスの実装方法はいくつ
かあるが、基本的には想定する送信帯域の信号電力を確認していることから、図に示
されるように、想定する送信帯域の一部に他端末の信号が含まれている状況では、十
分に信号電力を検出することができない可能性が発生する。このような場合、他端末
の信号送信中に自身の信号送信を開始してしまう可能性があり、この場合信号が一部
の帯域で干渉を起こすこととなる。データ通信の場合、特定の周波数帯の伝送誤りが
多数発生した場合には、データが破損することが多いに考えられるため、実質的には
送信データが破棄される可能性につながる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 マルチ帯域幅・オーバーラップチャネルにて発生する干渉 
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 図 5 に提案するアクセス制御技術の概要を示す。一般的な変復調技術を利用した場
合、図 4 で想定するような一部の無線帯域がオーバーラップするような状況では、端
末が相互の信号を正常に検出及び復調することができないため、端末間で予め通信予
約などの情報交換をすることも困難である。一方、本研究の提案変復調技術を利用す
る場合、オーバラップしている帯域に通信予約に関する情報を載せることにより、周
囲の端末に通信予定を予め伝えることが可能である。 
 提案アクセス技術では、端末が送信予定の帯域に信号が存在しないのかをキャリア
センスした後、チャネルが空いている場合には、Multiple Channel Notification (MCN)
と呼ばれる送信予定のチャンネル、帯域幅、送信時間が含まれる制御メッセージを通
知する。MCN はオーバーラップが想定される最小帯域幅が複数含まれる形態であるた
め、近隣端末は受信帯域内の最小帯域幅を受信することにより、この MCN を正常に受
信可能となる。その結果として、近隣端末の送信計画を予め知ることができるため、該
当帯域への信号送信を自主的に抑制可能となる。 
 図 5では、ノード 2が CH4から CH7の送信予約のために、4 個の MCNを並行送信して
いる。ノード 1 は CH1 から CH4を受信していたことから、ノード 1 は CH4上の MCNを
受信することが可能となり、ノード 1 への干渉が発生しないタイミングでの信号送信
を計画することが可能となる。 
 提案技術の有効性の基礎評価として、CSMAを想定したシミュレーションを実施した。
シミュレーションでは、2.4GHz帯 ISMバンドの利用を想定し、端末はチャネルと帯域
幅をランダムに選択して送信した際のパケット衝突率を評価した。結果より、提案技
術を利用することにより、大幅な衝突削減が可能であることを確認した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 提案アクセス制御技術の概要 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 6 提案アクセス制御技術によるパケット衝突抑制効果 
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